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会 社 概 要

 本社所在地 佐賀県伊万里市

 営業所 福岡県２か所、大分県、鹿児島県

 従業員 ９３名（平成２９年１２月）

 事業内容 森林整備業、木材販売業

 年間原木取り扱い実績

平成２７年 ３９８，０００ ㎥

平成２８年 ５４３，０００ ㎥

平成２９年 ５３８，０００ ㎥
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伊万里木材市場の5つの事業

事業理念

「木材の川上～川中～川下をつなぐ生産流通サプラ
イチェーンを通じて、未来へ続く循環型森林育成と、
安定した木材供給を行い、森林林業の活性化と木材
産業の発展に貢献する」

1. 森林整備事業

2. 素材生産事業

3. 原木安定供給事業

4. 市売り・プレカット加工事業

5. コンビナート・サプライチェーン事業
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森林整備 ・素材生産事業

１．森林整備事業

再造林事業・・・当社皆伐跡地に当社が植林、５年間の下刈り作業を
行い所有者へ返還する
累計実績 430 ha

長期山づくり事業・・・後継者難の所有者に対し、森林信託（民事信
託）を活用した長期山づくり経営委託事業（４５年間）を提案し、循環型
森林の育成と長期にわたる木材の安定供給を実施する
平成29年 森林信託契約実績 220 ha

２ ．素材生産事業

自社直営班、作業請負班による森林整備事業、素材生産事業

主たる事業体・・・自社直営班・肥前林産協同組合・森栄会26社・その
他民間協力事業体20社

素材生産量 平成28年13万㎥ 平成29年11万 ㎥
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原木安定供給販売・市売り販売

3 ．原木安定供給販売事業

原木安定供給販売事業
国有林システム販売、民間システム販売などを活用した原木安定供給
販売。当社原木販売量の90％を占める

原木輸出事業
中国・韓国を中心に小径木～大径木の原木輸出事業
年々需要が増加傾向 平成29年実績 50,564 ㎥

バイオマス燃料供給事業 原木販売 チップ販売

原木販売・チップ販売 平成29年実績 77,990 t 34,178 t

4 ．市売り・プレカット加工事業
市売り事業
月２回の入札方式による市日を開催。九州各地より製材業者来市

PC加工事業
プレカット加工受注物件を中国木材のほか、近隣のプレカット工場へ依
頼 外注加工専門
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コンビナート事業・サプライチェーン事業

伊万里木材コンビナート事業（本社）

中国木材、西九州木材事業（協）、伊万里木材市場で構成

する木材コンビナート。中国木材の国産集成材の生産販売

のためのサプライチェーン

さつまファインウッドサプライチェーン事業（南九州営）

国産材２×４材の安定供給に向けた取組。原木を森林整備

や山側との供給協定に基づき南九州営業所に集荷し、選別

後地域の協力製材工場へ販売。製材品はさつまFWへ出荷。

さつまFWで加工後、国産材２×４材として大手ビルダー、パ

ネル工場へ出荷。
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■販路拡大
・ 住宅メーカー
・大工・工務店

・プレカット工場
・製品市場市売り
・木材販売店

・その他（輸出）
（順不同）

発 注

製品供給

■

●

さつまファインウッドサプライチェーン、南九州エリア
の豊富な森林資源のもと、伊万里木材市場の原木生
産供給体制、鹿児島県及び九州圏内の製材工場、さ
つまファインウッドで構成し、国産材2×4材の国内外
需要者への安定供給を可能にします。

ICT活用により、川上から川下までの受発注や在庫、
販売、物流などの情報を共有し、原材料や部材、製
品の生産流通全体の最適化を図る管理手法により、
品質が高く、為替などに影響されない安定価格で安
定供給を行う。（ICTは現在システム会社と開発中）

END
ユーザ

～ さつまファインウッドサプライチェーン ～

長期契約に基づき
製品供給

協定に基づき
原木供給

協定に基づき
原木供給

協定に基づき
ラミナ供給

生産者山林 ・国有林、公有林材
・山林所有者
・森林組合
・素材生産業者

伊万里木材市場

南九州営業所
・ 仕訳 ・ 選別 ・ 検知 ・ 出荷

かごしま材新需要開拓協議会
九州圏内の各製材工場（計２４社）

天然乾燥・人工乾燥・加工工場
ＪＡＳ認定 品質管理 在庫管理

ハウスメーカー
（九州各地・関西関東方面の需要者）

循環型森林育成と、国産材2×4材の安定供給を
可能とするサプライチェーン
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